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   目目目目    次次次次      全体評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   項目別評価    Ⅰ 患者にとって最適な医療の提供・・・・・・・・・・・・・・   Ⅱ 県民の健康維持への貢献・・・・・・・・・・・・・・・・・   Ⅲ 最高レベルの医の心と技をもった人材の確保、育成・・・・・   Ⅳ  自立した経営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  
  ２    ４  ９ １２ １４    奈良県立病院地方独立行政法人評価委員会は、地方独立行政法人法第２８条の規定により、地方独立行政法人奈良県立病院機構の業務実績について以下のとおり評価を行った。  【平成２７年度評価】 「全体評価」  全体評価は、項目別評価及び法人の自己評価を踏まえつつ、法人の中期計画の進捗状況全体について、記述式により評価を行う。  「項目別評価」 １．大項目評価  業務実績報告書の検証を踏まえ、大項目別に進捗状況・成果を下記の５段階で評定する。    Ⅴ 中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進行状況にある    Ⅳ 中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる    Ⅲ 中期目標・中期計画の達成に向けておおむね順調に進んでいる    Ⅱ 中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている     Ⅰ 中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項がある  ２．中項目評価   業務実績報告書の検証を踏まえ、中項目別に進捗状況・成果を下記の４段階で評定する。    Ｓ 年度計画を上回って実施している    Ａ 年度計画を十分に実施している（達成度がおおむね９０％以上)    Ｂ  年度計画を十分には実施していない（達成度がおおむね６０％以上９０％未満）    Ｃ 年度計画を大幅に下回っている。又は、年度計画を実施していない（達成度がおおむね      ６０％未満）  奈良県立病院地方独立行政法人評価委員会 委員名簿 氏名 役職等 飯干 悟 ＫＰＭＧコンサルティング株式会社 社会保険労務士 上野 昌江 大阪府立大学看護学研究科 教授 浮舟 邦彦 滋慶学園グループ 総長 ◎新川 達郎 同志社大学大学院総合政策科学研究科 教授  平井 みどり 神戸大学医学部附属病院薬剤部 部長・教授 （五十音順 敬称略 ◎は委員長）  注）項目別評価について、奈良県総合医療センターは「総合」、奈良県西和医療センターは「西和」、奈良県総合   リハビリテーションセンターは「リハ」と表記 
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全体評価全体評価全体評価全体評価                                                                                                                                                                                                             １．評１．評１．評１．評価結果及び判断理由価結果及び判断理由価結果及び判断理由価結果及び判断理由      地方独立行政法人奈良県立病院機構における平成２７年度の全体評価の結果は   ・・・ である。         奈良県立病院機構は、第１期中期目標・中期計画（平成２６年度から３０年度まで）を策定し、平成２７年度は２年目の評価にあたる。 平成２６年度からスタートした中期目標・中期計画では、「患者にとって最適な医療の提供」、「県民の健康維持への貢献」、「最高レベルの医の心と技をもった人材の確保、育成」、「自立した経営」の４つの大きな分野とそれぞれの項目について、数値目標を含め具体的な成果目標を掲げた。  奈良県立病院機構では、新総合医療センター建替整備などに積極的に取り組むとともに、中期計画の全ての項目について、定期的に進捗状況を把握し、進捗管理を行うなど、中期計画・年度計画について意欲的に取り組んでいる。 しかしながら、設立後２期連続で赤字決算となり、３５．４億円の債務超過が発生している。また資金収支についても、年度末の短期借入金が３５．２億円になるなど、厳しい状況となっており、安定した経営基盤の早期実現に向けた早急の改善が求められている。         ２．２．２．２．平成平成平成平成２７２７２７２７年度評価年度評価年度評価年度評価にあたって特に考慮した内容にあたって特に考慮した内容にあたって特に考慮した内容にあたって特に考慮した内容      平成２７年度の業務実績の中で、注目される取組として、以下の点などがあげられる。 ・断らない救急の実現として、総合では、３次－２次救急を一元化。西和では救急科の開設を行った。併せて院内後方支援・連携体制の整備を進めた。 ・質の高いがん医療のため、手術療法、放射線療法、化学療法などのがんの集学的治療の提供を行うとともに、早期がんだけでなく他病院では診ることができない進行がんにも対応するなど、地域がん診療連携拠点病院としての機能の発揮する診療体制の整備を進めた。 ・周産期医療体制の強化のため、総合では、母体搬送受入、新生児搬送ドクターカー出動件数を増加させるなど、体制整備を進めた。また西和では、産科を再開し、分娩・婦人科疾患に対応する体制を整備した。 ・小児医療体制の整備のため、総合では、輪番回数の増加を行い、西和では、小児の緊急手術の受入れや時間外受入体制の強化に努めた。 ・リハビリテーション機能の充実のため、総合では、土曜日リハビリテーションを開始するとともに、新病院での３６５日リハビリテーションをめざし、体制の整備を進めた。また西和では、人員確保によるリハビリ体制の強化を行い、リハでは、障害者（脊髄損傷患者等）対象のフットケア(*)外来を開設した。 ・高齢者を対象とした医療体制の整備として、ロコモティブシンドローム(*)の認知度を向上させるため、県民公開講座等の開催を行い啓発活動に努めた。 ・医療安全･院内感染の防止のため、医療安全管理基本指針等を改正し、医療事故分類、医療  調査委員会の設置を行い、公表等の明確化を図った。 ・病院機構をＰＲする冊子作成として 総合では、患者向け広報紙「あをによし」の発行（年３回） 西和では、「西和ジャーナル ～医療と介護の安心情報誌」の創刊 ・平成２９年４月より開講予定の看護専門学校統合に向けた取り組みとして、教育内容・教育体制の充実を図った。   
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 また、平成２７年度の業務実績の中で、課題としては以下の点があげられる。  ・理事会、経営企画会議の機能強化を図るとともに、各センターにおいては、理事会等での決定事項を周知する体制整備を進めたが、十分な機能の発揮にまで至っておらず、組織の一体化を進める取組が必要。 ・平成２７年度の病院機構の経営成績は当期純損失２２．６億円となり、平成２６年度の当期純損失２９．２億円とあわせ、２カ年で５１．８億円の繰越欠損金が発生している状況。 ・また、資金収支についても厳しい状況が続いており、平成２７年度は３５．２億円の短期借入金をおこなうことで、資金需要に対応する状況。また、平成２８年２月奈良県議会において、病院機構として行う事のできる短期借入金の限度額を４０億円から８０億円へと引き上げ承認を行いましたが、資金収支についても早急の改善が求められる状況である。 ・今後は県民の健康の確保及び増進に寄与するという病院機構設立の目的を実現するために、奈良県その他関係機関と必要な協議を行いながら、実効性のある経営改善計画を策定し、安定した経営基盤の早期実現に向けて、取り組む事が必要となる。    これら取組を含めて、地方独立行政法人奈良県立病院機構の平成２７年度計画のすべての業 務実績について、「地方独立行政法人奈良県立病院機構の各年度終了時の評価に係る実施要領」 に基づき評価した結果、中期目標で掲げる２０項目中○○項目（Ⅰ.患者にとって最適な医療の 提供、Ⅱ.県民の健康維持への貢献、Ⅲ.最高レベルの医の心と技をもった人材の確保、育成、 Ⅳ．自立した経営）について、数値目標を含めて「年度計画を上回って実施している」又は「年 度計画を十分に実施している」と評定し、年度計画で定めた事業をおおむね実施していると判断 した。  一方で、中期目標で掲げる２０項目中○○項目について、「年度計画を大幅に下回っている。 又は、年度計画を実施していない」と評定している。  以上のことを踏まえ、地方独立行政法人奈良県立病院機構の平成２７年度の業務実績については、・・・・・・と判断した。   (*)フットケア…足の爪切りやスキンケアなど、足病変の予防、治療を目指して行うケア (*)ロコモティブシンドローム…関節障害をはじめとする筋骨格系疾患や、運動器の衰えにより、要介護になるリスクが高まる状態のこと   ３．評価委員会の意見等３．評価委員会の意見等３．評価委員会の意見等３．評価委員会の意見等     ・・・・    
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項目別評価項目別評価項目別評価項目別評価                                                                                                                                                                                                                Ⅰ．患者にとって最適な医療の提供 ○大項目評価  年度評価『・・・』  ・・・   ・・・       中項目 取組項目 評価結果 １ 全職員が一体となって中期目標を達成すること (1) 中期目標の達成に向けて、全職員が一体となって取り組む組織文化を醸成する 
 ２ 患者が満足する医療サービスの提供 (1) ホスピタリティマインドの向上を図る 
 

(2) 患者に対する適切な医療情報の提供 (3) 患者が治療に専念できる環境を充実させる 
３ 断らない救急の実現 (1) 受入体制の構築 

 
(2) 人材の確保、養成 (3) 院内後方支援・連携体制の整備 

４ 質の高いがん医療 (1) 手術療法、放射線療法、化学療法などのがんの集学的治療の提供 
 

(2) 早期がんだけでなく他病院では診ることができない進行がんにも対応 (3) 地域がん診療連携拠点病院としての機能の発揮 (4) 人材の確保、養成 ５ 周産期医療体制の強化 (1) ２４時間３６５日のハイリスク妊産婦及び新生児の搬送受入を可能とする体制の強化 
 (2) 西和医療センターにおける産科の再開 

６ 小児医療体制の整備 (1) 小児救急機能の強化 
 

(2) 人材の確保、育成 (3) 地域の他病院との連携を強化する 
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７ リハビリテーション機能の充実 (1) 急性期については、総合医療センター・西和医療センターにおいて、回復期にかけては総合リハビリテーションセンターにおいて役割を担当 
 

(2) 発達障害児に対する感覚統合療法の充実 (3) 障害児（者）に対する外科的治療の充実 
８ 高齢者を対象とした医療体制の整備 (1) 【運動器】法人内の病院における役割分担 

 

(2) 【糖尿病】チーム医療の活動強化 (3) 【糖尿病】人材の確保、養成 (4) 【糖尿病】地域の医療機関へのサポート ９ 医療安全・院内感染の防止 (1) 法人における医療安全管理体制の確立 
 (2) ３病院合同の事例検討発表会の実施 

１０ 新病院整備の推進 (1) 新総合医療センターの整備 
 

(2) 新西和医療センターの整備等 (3) 看護専門学校統合校の整備 (4) ３病院共通の電子カルテシステム整備               
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課題と今後の対応方針等 Ⅰ－１ 全職員が一体となって中期目標を達成すること ・中期目標の達成、特に経営改善の確実な実行に向けて、さらなるガバナンスの強化と全職員の意識改革が必要 Ⅰ－２ 患者が満足する医療サービスの提供 ・全職員対象ホスピタリティ研修は、病院機構全職員のうち 170 人（13.2%）の参加に留まった。（H26 122 名） ・インフォームドコンセントの徹底 ・患者支援センターの機能強化 ・快適な療養環境の整備推進 ・総合、西和では、メディエーター（相談・仲介役）の人材育成が必要 Ⅰ－３ 断らない救急の実現 ・総合では、３次に特化せず、２次搬送症例であっても救命センターで対応することを救急隊に要請、総合診療医の確保 ・西和では、H27 年度設置の救急科を中心とする受入体制の強化、消化器内科医など強化を要する診療科医師の確保 Ⅰ－４ 質の高いがん医療 ・総合では、外来化学療法の拡大に向けた整備、医師の確保を含めた緩和ケア外来の拡大、がん連携パスの使用推進 新病院開設に向けて、乳がん治療の専門医の確保・増員 ・西和では、整備した内視鏡室を積極的に活用すると共に、旧内視鏡室エリアの有効活用を検討、認定看護師研修受講者の確保 Ⅰ－５ 周産期医療体制の強化 ・総合では、新生児医療を専門とする医師の育成と確保 ・西和では、患者確保に向け西和 7 町をはじめ県民に対する情報発信 Ⅰ－６ 小児医療体制の整備 ・総合では、日勤帯救急要請の受入の強化、人材育成に向け小児医療カンファレンス・勉強会の充実 ・西和では、病院 PR など積極的な患者増に向けた取組 Ⅰ－７ リハビリテーション機能の充実 ・総合では、土曜日は 2 人体制のため対応できる患者数が限定 ・リハでは、外来キャンセル時のリハビリ単位数補充対策の継続、訓練棟建設に合わせた人員の確保 Ⅰ－８ 高齢者を対象とした医療体制の整備 ・総合では、糖尿病専門診療の充実 ・西和では、糖尿病専門診療体制の確立 Ⅰ－９ 医療安全・院内感染の防止 ・リハでは、医療安全マニュアルの見直し ・法人全体の事故発生の防止と対応強化 Ⅰ－１０ 新病院整備に向けて必要となる備品等の検討 ・新総合医療センターの検討体制の確立 ・新総合医療センターの医療機能の明確化と人材の確保 ・教育研修棟開設に向け、医療専門職教育研修センターの役割、機能について県と協議し、明確にすることが必要 ・西和医療センターのあり方について、県の方針把握 ・看護専門学校統合校工事の進捗に合わせた備品移転の計画的実施      
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注目される取組 Ⅰ－１ 全職員が一体となって中期目標を達成すること ・病院経営の経験、知識のある外部委員５名を招聘し、経営企画会議を実施（年４回） ・１１部門における３病院合同部門別会議を実施 ・総合では、センター内の経営企画委員会において、年度計画の進捗管理を実施（年３回） ・西和では、毎週の院議及び月 1回の連絡会において、目標、課題への取り組み等について検討 ・リハでは、各部門の代表を通じ運営状況、経営状況を周知 Ⅰ－２ 患者が満足する医療サービスの提供 ・医療専門職教育研修センターにおいて、ホスピタリティ研修等を実施 ・３センター患者満足度調査を実施 ・Ｈ26 年度末よりＨＰ上で公開中の 3 センター共通の臨床指標（クリニカルインディケーター）について見直しを実施 ・総合では、患者向け広報紙「あをによし」の発行、運用病床数の増加（H26：375 床→H27：384 床）、MRIの時間外対応日の拡大（週 3回→5 回）、患者支援センター内の患者相談窓口機能を充実 ・西和では、「西和ジャーナル～医療と介護の安心情報誌」の創刊、感染制御内科の開設、内視鏡室の整備に着手 ・リハでは、病院機能評価の認証取得へ向けた取組実施、クレジットカード払いの導入、避難スロープ設置（4F病棟 2 カ 所）、浴室改修の検討 Ⅰ－３ 断らない救急の実現 ・総合では、３次、２次救急を一元化。救急車受け入れ件数（H26：2,766件→H27：3,282件）、救命救急センター病床利用率（H26：68.4％→H27：74.4％ うち救急科 27.2％→50.2％）、緊急・時間外手術(手術室)（H26：420件→H27：485件）、救急医師の確保、ベッドコントロール体制の効率化、救命センター入院後の本館病棟への継続入院を実施 ・西和では、救急科を開設、CE（臨床工学技士）の当直を実施 Ⅰ－４ 質の高いがん医療 ・総合では、外来化学療法件数の増（H26：2,498 件→H27：2,509 件）、がん患者リハビリテーションの実施 （H26：2,854 単位→H27：3,986単位)、緩和ケアの件数増（H26：261件→ H27：289 件）、ダ・ヴィンチによる手術件数の増 （H26：56件→ H27：67件）、がん連携パスの使用推進（H26：4 件→ H27：7件）、病理専門医１名確保、がん専門看護師１名合格 ・西和では、外来化学療法件数の増 296件（H26） → 419 件(H27）、内視鏡室の整備に着手（H28.5 運用予定） 認定看護師の計画的育成についての検討、がんリハ実施に向け、研修への参加 Ⅰ－５ 周産期医療体制の強化 ・総合では、母体搬送受入数（H26：149 件→H27：159 件）、新生児搬送ドクターカー出動件数（H26：65 件→H27：77件） ・西和では、産婦人科の診療体制を整備し、分娩、婦人科疾患への対応を再開（産婦人科病床 15 床、分娩室 2 室、女性専用共用病床 10床）、当初、医師 3 名、助産師 9名を確保し、更に非常勤医師１名（外来、当直）、助産師１名を確保、近隣医療機関との連携強化のため医療機関の訪問を実施、ホームページの充実など、情報発信の推進 Ⅰ－６ 小児医療体制の整備 ・総合では、輪番回数の増（90回→114 回）、小児二次救命処置法（PALS)ブロバイダーを医師２名、看護師１名が取得 ・西和では、小児科医 1 名増員（H27.4～）、小児の緊急手術の受入れ、西和地域の休日診療所との相互支援及び二次輪番エリアの拡大に対応するため、救急対応・時間外受入体制の強化 Ⅰ－７ リハビリテーション機能の充実 ・地域医療連携室合同会議において、訪問看護ステーション並びに３センター間での効果的な患者情報の提供方法について検討 ・総合では、土曜日リハビリテーションを開始、新病院での３６５日リハビリテーションをめざし、徐々に体制を整備  （理学療法士 1 名、作業療法士 2 名、言語聴覚士 1 名増員）、呼吸器リハビリテーション実施件数の増 （H26：3,233件→H27：4,303件) ・西和では、人員確保によるリハビリ体制の強化（理学療法士１名、言語聴覚士１名増員） ・リハでは、回復期病棟患者 1 人当り 6単位以上を維持し、10月よりリハビリテーション充実加算を取得、新型ＨＡＬを導 入、当センターセラピストが総合での小児作業療法に従事、児童精神科医１名を増員、訓練棟建設に向けた検討を実 施、障害者（脊髄損傷患者等）対象のフットケア(*)外来を開設 
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    Ⅰ－８ 高齢者を対象とした医療体制の整備 ・各センターの県民向け公開講座等でロコモティブシンドローム(*)の認知度調査を実施 ・総合では、近隣の回復期リハビリテーション病院への転院を促進、大腿骨頸部骨折地域連携パスの導入、ロコモティブ シンドローム等に関する県民公開講座等の開催、糖尿病専門診療科の設置に向けた検討 ・西和では、糖尿病教室の定期的な開催 ・リハでは、ロコモティブシンドロームをテーマとした公開講座や啓発教室を開催、障害者（脊髄損傷患者等）対象のフットケア(*)外来を開設 Ⅰ－９ 医療安全・院内感染の防止 ・医療安全管理基本指針等を改正し、医療事故分類、医療事故調査委員会の設置、公表等の明確化 ・針刺し事故防止のための指針完成 ・総合では、センター内の死亡事例カンファレンスを毎月実施 ・西和では、医療安全資料館の開設、死亡症例検討会の開催（毎週） ・リハでは、ホスピタリティ研修、医療安全対策発表会を実施 ・医療安全推進連絡会において、３センター合同での医療事故等の事例検討を実施（連絡会は年３回実施） Ⅰ－１０ 新病院整備に向けて必要となる備品等の検討 ・新総合医療センター、看護専門学校統合校の建設工事着手 ・新総合医療センター開設準備会議を定期開催 ・教育研修棟開設に向けて機能、設備等の検討 ・看護専門学校統合校で必要となる備品の洗い出しと優先順位付けを実施  (*)ロコモティブシンドローム…関節障害をはじめとする筋骨格系疾患や、運動器の衰えにより、要介護になるリスクが高 まる状態のこと (*)フットケア…足の爪切りやスキンケアなど、足病変の予防、治療を目指して行うケア        
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項目別評価項目別評価項目別評価項目別評価                                                                                                                                                                                                                Ⅱ．県民の健康維持への貢献 ○大項目評価  年度評価『 ・・・ 』  ・・・    ・・・     中項目 取組項目 評価結果 １ 県内の医療機関との連携・協力体制の充実 (1) 地域医療支援病院としての機能強化 
 

(2) 退院調整会議の充実 (3) 地域包括支援センターとの連携強化 ２ 県内の医療レベル向上に向けた支援 (1) 教育研修センターにおいて県内の医療機関に開放した研修の実施 
 (2) 県内の医療機関への施設・設備の開放 

３ 災害医療体制の強化 (1) 災害対応体制の充実 
 

(2) 人材の育成 (3) 災害発生時における県との円滑な連携 (4) 新病院における感染症病床の整備、受入体制の構築 ４ 県民への医療・健康情報の提供 (1) 臨床指標を含む情報の公開・発信 
 

(2) 広報担当者の配置 (3) 公開講座の実施 ５ 県が実施する健康長寿のまちづくりへの支援 (1) 平松周辺地域でのまちづくりへの参画 
 (2) 西和地域でのまちづくりへの参画   



  - 10 - 

課題と今後の対応方針等 Ⅱ－１ 県内の医療機関との連携・協力体制の充実 ・総合では、「あをによし医療ネット」の利用拡大 ・西和では、近隣医療機関への訪問強化による連携推進在宅医療後方支援病院として関係機関との連携強化 ・リハでは、地域医療連携室の機能強化 ・地域医療機関、地域包括支援センター、訪問看護ステーション、介護施設等との顔の見える関係づくり Ⅱ－２ 県内の医療レベル向上に向けた支援 ・新病院の研修施設整備に向け、医療専門職教育研修センターの役割・機能の検討が必要 Ⅱ－３ 災害医療体制の強化 ・法人内の組織間における連携強化、災害対応体制の整備に向けた検討 ・総合、西和とも DMAT要員の養成 ・大規模災害時における県及び法人内の対応体制の整備 ・新総合医療センターにおける感染症病床整備に向けた検討 Ⅱ－４ 県民への医療・健康情報の提供 ・臨床指標（クリニカルインディケーター）の充実と活用 ・県民、県内医療機関向けに、さらなる広報内容の充実が必要 ・総合では、広報委員会の設置 ・西和では（病院の）患者向け広報紙の発刊、公開講座の開催範囲の拡大 Ⅱ－５ 県が実施する健康長寿のまちづくりへの支援 ・県が実施するマイ健康カード、西和地域でのまちづくりの進捗状況に応じて、法人としての役割を果たす 


